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都市計画基礎調査（H25年）：農地現況図（土地利用現況から「田」「畑」を抽出） 
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農地転用状況図 

※都市計画基礎調査分（H20～H25年度分）及びH26・27年度分 
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農業振興地域整備計画（H28年）:土地利用計画図 
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 ※「荒廃農地の発生・解消状況に関する調査表」より（市農業委員会） 

 

荒廃農地の状況（平成27年） 
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４．農地利用に関する問題点と課題の整理 
 

農地利用の現状と問題点 上位計画等による土地利用の方向性（農地関連部分） 農地利用の課題 

 

（１）農家戸数と農業就業人口 

高齢化、後継者不足の影響から、総農家数・販売農家・自給的農家の各

減少、並びに農業就業者の減少となっており、これが農業に対する産業と

しての地位の低下を引き起こしている。 
（２）農業担い手 

農業担い手が 17経営体と少なく、またその担い手への農地利用集積面
積は農振地域内に所在する農地面積の 12％程度であり、農用地利用の集
積が進んでいない状況にある。 

（３）耕地面積 

本市の経営耕地面積は県平均を下回るとともに、0.3～0.5ha、0.5ha～

1.0haの経営農家が 90％程度を占め、小規模な農業経営が主体となって

いる。 

（４）農地の状況 

①農地面積の推移 

都市計画用途地域外の農地面積は過去 10年間（H15年～H25年）で約

80ha減少し、農地種別で見ると、畑の面積はほぼ横ばいであるのに対し

て、水田面積が大きく減少している。 

②農地転用状況 

都市計画用途地域外の農地転用状況はH20年～H27年の８年間で約600

件、約42haの農地転用が行われている。転用後の用途は面積ベースで住

宅用地が41.4％、商業用地が31.4％となっている。 

農地転用の位置は、用途地域内、農振白地区域（川合・中恵土）、農用

地B区域で多く農地転用がされている。 

③農業振興地域 

都市計画用途地域、山地部、旧兼山町を除く範囲に農業振興地域

（2,386ha）が指定され、そのうち614.5haが農用地区域に指定されてい

る。農振農用地区域は、土地改良施工済地を基本とした「木曽川及び可

児川沿いに広がる農地」「市域南部の丘陵地の間にヤツデの葉のように広

がる各洞」の集団的な農用地が指定されており、水稲を中心に農業生産

が行われている。 

④耕作放棄地の状況 

土地持ち非農家が所有する農地に、耕作放棄地面積の増加がみられる。 

 

アンケート 

・農業経営上の問題は「低所得」「労働力不足」「後継者不足」。 

・将来の展望は、「現状のまま」が半数を占める。 

・規模縮小を望む農家の半数は、今後も農地としての利用を希望。 

 

【①可児市第四次総合計画（後期基本計画）】 

・農地（農用地）は 1,207ha(H19)→1,154ha(H32)と維持を目標 
・認定農業者や参入した法人、新規就農者への支援、農地中間管理事

業による農地の集積・集約の促進 
・荒廃・遊休農地や耕作放棄地の解消対策の推進と農振農用地の保全

の推進 

【②可児市総合戦略】 

・東海環状自動車道可児・御嵩インターチェンジ周辺の有効な土地利

用の検討 
・定住・移住を促進するために都市機能や土地利用のポテンシャルを

活かす土地利用の検討 

【③可児農業振興地域整備計画（案）】 

・農用地利用の適正化と地力の維持増進を図りながら、優良農地の保

全、農業用施設の整備を進め、農業生産基盤の整備・保全を行う。 

・現在、商業地化等により農用地区域からの除外が急速に進行してい

る一部区域と、集団化が可能な優良農地を有する区域との二面的

管理による農用地利用区分の明確化を図ると共に、優良農地の保

全として農地転用等を農用地区域外へ誘導するよう進める。 

【④第二次可児市都市計画マスタープラン】 

・農振農用地区域に指定されている一団の農地が広がるエリアにお

いて、農業生産を支える優良農地として保全を図るとともに、貴重

な緑地空間として保全・活用を図る。また、大気の浄化等の環境保

全のほか、市民農園としての活用や大雨時の調整池機能等、多面的

な機能を活かすことのできる方策を検討する。 
・日常生活を支える拠点を形成している等、地域のなかで優位性の高

い場所や、用途地域に近接し市街化が進展している場所について

は、農業施策との調整を図りながら、住宅や生活利便性を支える施

設等、地域の実情に応じた都市的土地利用を検討・推進する。 

【⑤都市農業振興基本法】 

・都市農業の多様な機能の適切・十分な発揮とこれによる都市の農地

の有効活用・適正保全 
・都市農地とそれ以外の土地とが共存する良好な市街地の形成 

【⑥農業振興地域整備基本方針】 

・優良農地等として保全すべき区域を農用地区域として明確にし、農

業振興地域制度及び農地転用許可制度により、農用地の無秩序な

かい廃と耕作放棄地の発生抑制・再生・有効利用に努める。 
・平坦地域では、効率的かつ安定的な経営体への農地の利用集積を図

るとともに、集落営農等による地域農業の発展に努める。また、市

民農園等の活用を通じて農地の保全を図る。 

 

課題①：農作物の生産・供給基盤としての維持・保全 

・都市農業の基本的な役割である農作物の生産を永続的に続け

るためには、農地の保全を念頭に置く必要がある。 

・農地の保全や耕作放棄地等の有効活用を図るとともに、優良

農地等での無秩序な開発の抑制等、開発と保全のバランスの

とれた土地利用に規制・誘導する必要がある。また、都市農地

は、交換分合による土地利用整序等を推進する場所を明確化

する必要がある。 

・農業に触れる機会を創出し、将来の担い手を確保するために、

地産地消を支える生産の場、市民農園、農業体験の場等として

の農地活用を検討する必要がある。 
 

 

課題②：景観・自然環境や安心・安全の創出 

・市街地やその近隣地域における農地は、都市生活のなかに緑

とゆとりのある景観を創出する機能を有することから、保全

を検討する必要がある。 

・用途地域内や都市化が進行する地域における農地は、洪水防

止や地震発生時の避難場所といった防災機能を有することか

ら、その効果の有用性から保全する必要がある。 
 

 

課題③：定住化の促進に向けた都市的土地利用への転換 

・農地の都市的土地利用としては、土地利用のポテンシャルを

考慮しながら、まちづくり条例や開発許可基準等との整合、周

辺の自然環境や営農環境、居住環境等との調和、生活の利便性

の向上等を調整しながら必要となる都市的土地利用を検討・

推進する必要がある。 

・商業地化等により農用地区域からの除外が急速に進行してい

る区域と、集団化が可能な優良農地を有する区域との「二面的

管理」による農用地利用区分の明確化を図ると共に、優良農地

の保全として農地転用等を農用地区域外へ誘導する必要があ

る。 
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可児市洪水ハザードマップ 
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＜土地利用転換行為に関する運用指針＞
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